
(単位：千円）

3,866,885 3,051,208

787,725 1,791,185

822,234 423,027

181,233 90,000

1,059,131 439,733

426,959 48,202

73,398 40,838

301,114 96,505

20,856 4,978

138,863 87,295  

74,226 2,034

18,504 27,408

△ 37,358

962,926

2,067,688 461,479

1,049,227 81,412

370,219 176,238

13,429 243,747

225,318 49

49

8,412

426,005 4,014,135

5,791

125,231

5,366 1,948,454

115,446 314,000

4,418 114,000

893,229 114,000

194,170 1,520,454

22,210 29,270

277,372 1,491,184

67,030 29,184

10,198 800,000

114,305 661,999

285,914 (40,128)

28,185 △ 28,016

12,267 △ 28,016

△ 118,422

1,920,438

5,934,574 5,934,574

(注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資 本 金

長 期 借 入 金

  負　債　合　計

未 収 入 金

株 主 資 本

固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

土 地

無 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

固 定 負 債

利 益 準 備 金

繰 延 税 金 資 産

純     資     産    の    部

建 物 退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

資 本 剰 余 金

評価・換算差額等

繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

固定資産圧縮積立金

従 業 員 長 期 貸 付 金

( う ち 当 期 純 利 益 )

貸  借  対  照  表

(平成２３年３月３１日現在)

流 動 負 債

現 金 及 び 預 金

金　　額

負     債    の   部

流 動 資 産

科　　　目 金　　額

支 払 手 形

資　産　合　計

純  資  産  合　計

負債及び純資産合計

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

関 係 会 社 出 資 金

出 資 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他

破 産 更 生 債 権 等

電 話 加 入 権

関係会社長期貸付金

投 資 そ の 他 の 資 産

差 入 保 証 金

投 資 有 価 証 券

未 払 金

売 掛 金

資　　産　　の　　　部

買 掛 金

機 械 及 び 装 置

受 取 手 形

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

科　　　目

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

1年内返済長期借入金

短 期 借 入 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

譲 渡 債 権 未 収 入 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

リ ー ス 債 務

そ の 他

リ ー ス 資 産

車 両 運 搬 具

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

預 り 金

前 受 金

貸 倒 引 当 金

構 築 物

有 形 固 定 資 産



個 別 注 記 表 

 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 
・ 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定） 

・ 時価のないもの 
移動平均法による原価法 
 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
・ 製品、仕掛品、原材料 

総平均法による原価法 
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

・ 貯蔵品 
最終仕入原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 
    定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法によっております。）を採用しております。 
  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
   建 物           ７年～47年 

     構築物           ７年～40年 
     機械及び装置        ９年～10年 
 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 
 定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 自社利用のソフトウェア  ３年～５年 

 
  (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用 
年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成
20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

 
 
 



  

３．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
   売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
   従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度対応額

を計上しております。 
(3) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 
(4) 役員退職慰労引当金 
   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を

計上しております。 
   
 
４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 


